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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は､ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」）政府との討議議事録

（R/D）に基づき、技術協力プロジェクト「ラオス養殖改善・普及計画フェーズ2（AQIP2）」を2005
年4月から5年間の計画で実施しています。 

本プロジェクトの活動終了に先立ち、日本及びラオス側での合同評価を通じて、プロジェクト

の成果を確認し、今後のプロジェクトに関する提言と教訓を得るべく、2009年10月7日から10月27
日までの間、当機構国際協力専門員 千頭 聡を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しまし

た。 

 本報告書は、同終了時評価調査団による現地調査や協議の内容・結果をまとめたものであり、

今後の協力事業の更なる発展の指針として広く活用されることを願うものです。 

最後に、調査の実施にあたりご協力を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表しま

す。 

 

 平成22年1月 
 

 

独立行政法人国際協力機構 
ラオス事務所長 高島 宏明 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：ラオス人民民主共和国 案件名：養殖改善・普及計画フェーズ2 

分 野：水産（増養殖） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：5億5,000万円 

先方関係機関：農林省 畜水産局（MAF DLF） 

日本側協力機関：農林水産省 

 

協力期間 

（R/D）：2005年4月～2010年4月 
（5年間） 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

魚をはじめとする水産物はラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」）の人々にとって最も重

要な動物性たんぱく源であり、ラオス政府は国家食糧安全保障の立場からその増産を図ってい

る。天然及び人工水域からの漁業生産は既に頭打ちの状態なので、水産物の増産には養殖の開

発・普及が不可欠である。わが国は、養殖開発・普及を進めるために適した方法（養殖技術、

養殖経営方法、養殖普及方法）の確立と養殖普及能力の向上に資するために技術協力プロジェ

クト〔養殖改善・普及計画フェーズ1（AQIP1）及びフェーズ2（AQIP2）〕を実施している。AQIP1
は2001年から2003年にかけて実施され、養殖改善・普及を推進する国立センターとして、畜水
産局（DLF）に属するナムスワン養殖開発センター（NADC）の施設がプロジェクトの枠内で建
設された。さらに、NADC職員の能力向上、ラオス全国の養殖情報の収集等が行われ、養殖普及
に着手する基盤が築かれた。一方、国連食糧農業機関（FAO）やアジア工科大学（AIT）など他
ドナーが地方部において養殖振興に係るプロジェクトを実施してきた結果として、一般にラオ

ス農民は魚を計画的に生産するという認識が希薄であるため、県・郡レベルで養殖普及を一層

強化する必要があることが分かった。以上のような背景から、フェーズ2の協力では、フェーズ
1の協力成果を最大限に活用し、養殖普及の地方展開に着手している。 
 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 
協力対象4県（ウドムサイ県、サヤブリ県、サバナケット県、サラワン県）において、立

地条件に適合した養殖普及を通じて、小規模養殖農家の生活が向上される。 

 

 （2）プロジェクト目標 
協力対象4県において、立地条件に適合した養殖手法が普及する。 

 

 （3）成 果 
成果1 パイロットサイトの立地条件に適合した養殖手法が実証される。 
成果2 関係者（養殖農家、県・郡普及員及び県技術員）の養殖技術とその普及に関する能

力が改善される。 

成果3 協力重点郡の養殖農家が改良された養殖手法を導入する。 
成果4 立地条件に適合した養殖手法の普及に際し、関係機関の機能と連携が強化される。 
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 （4）投入（評価時点） 
日本側： 

 専門家：10名（150MM：プロジェクト終了時までの計画を含む） 
 本邦への研修員受入れ：18名 
 機材供与：約1,450万円（15万7,190ドル） 
 施設整備：約1,800万円（19万5,000ドル） 
 ローカルコスト負担：約6,460万円 
相手国側 

 土地・施設提供、資機材提供、人員配置（カウンターパート36名配置） 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 （担当分野・氏名・職位） 

団長・総括 千頭 聡  JICA 国際協力専門員 
養  殖  白勢 隼人 JICA 農村開発部 参事役 
村落開発  龍澤 直樹 ラオス農林省 計画局 農業政策アドバイザー 

評価分析  土居 正典 インテムコンサルティング㈱ 専務取締役 

調査企画  渡辺 盛晃 JICAラオス事務所 企画調査員 
＊加えてラオス側も合同評価者として参加 

調査期間 2009年10月7日～10月27日（現地調査期間） 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）活 動 
成果1の「パイロットサイトの立地条件に適合した養殖手法が実証される」を達成するた

めに必要な活動について、当初3年次までにすべて終了する予定であったが、対象となるパ
イロット村の機能をより強化するために、パイロット事業の期間を1年間延長した。それ以
外の活動はおおむね計画どおりに実施された。 

 

 （2）成 果 
成果1：パイロットサイトの立地条件に適合した養殖手法が実証される。 
- 終了時評価時点で6種類のマニュアルが作成され、プロジェクト終了時までにあと2種
類のマニュアルが作成される予定。 

- 2005年から2008年にかけてパイロットサイト対象農家の魚生産が平均122％増加し
た。 

- パイロットサイトの大部分の対象農家がプロジェクト終了後も養殖を継続する高い

意欲を有している。 

 

成果2：関係者（養殖農家、県・郡普及員及び県技術員）の養殖技術とその普及に関する能
力が改善される。 

- すべての対象県の県養殖ステーション（PAS）において、2名以上の職員が独自に研修
を実施できる。 
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- すべての対象県の県畜水産課（PLFS）において、2名以上の職員が県養殖計画を作成
することができ、PASと郡農林事務所（DAFO）職員に対して、養殖普及に必要な説
明・指導を行うことができる。 

- すべての対象郡のDAFOにおいて、2名以上の職員が農民に説明・指導を行うことがで
きる。 

- すべてのパイロットサイトにおいて、2名が他の農家に普及を行うための村落養殖開
発ワーカー（VADW）として認証されている。 

 

成果3：協力重点郡の養殖農家が改良された養殖手法を導入する。 
- 8つの協力重点郡において、1,000農家以上が改良された養殖手法を導入している。 

 

成果4：立地条件に適合した養殖手法の普及に関して関係機関の機能と連携が強化される。 
- プロジェクトは、ラオスにおける持続可能な養殖開発手法として農村養殖振興パッケ

ージ（RAPP）を提案し、DLFによって公式に承認されている。 
- プロジェクトによる養殖普及活動を通じて関係機関の機能と連携は強化されたが、各

機関の役割を明確にした協力協定を結ぶまでには至っていない。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成度 
  プロジェクト目標：協力対象4県で立地条件に適合した養殖手法が普及する。 

- 4県のパイロット村と普及村の合計約1,000名の養殖農家が魚の生産量を40％以上増加
させていると推定される。 

- RAPPの考えに基づき、対象県で県養殖開発戦略が策定され、県・郡レベルの養殖普
及の方向性が議論され、原則的な合意形成が図られている。 

 

 （4）上位目標の達成度 
上位目標：協力対象4県で、立地条件に適合した改良養殖手法の普及を通じて、小規模養殖
農家の生活が向上する。 

- パイロット村での養殖生産量の伸び率は年平均30％であり、今後養殖を継続的に振興
することにより、上位目標の指標である対象4県での1人当たり魚の消費量を22kg/人/
年とする可能性は示されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 
本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

- ラオスの1人当たり年間魚消費量は、インドシナ諸国のなかで最も低い水準にとどま
っている。近年、消費量は徐々に増加する傾向はあるが、天然水域からの漁獲、供給

量について今後大きく増大することは見込めない。したがって、現金収入だけでなく、

自家消費も目的とした低コストの養殖について基本的なニーズがある。 

- 本プロジェクトの内容はその開始時において「食糧安全保障」及び「貧困削減」とい 
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うラオス政府の方針に合致しており、かつ現行の第6次計画（2006～2010年）の目標
とも合致している。 

- DLFでは養殖振興、資源管理、水域環境保全及びポストハーベストを水産セクター
の重点分野と位置づけている。なかでも、淡水養殖の振興は最も優先順位が高い。 

- 対ラオス国別援助計画において、「3つの援助目標」「6つの重点分野」があり、本プロ
ジェクトは援助目標「『人間の安全保障』の視点から貧困削減を実現すべく、ミレニ

アム開発目標（MDGs）の達成に向けた着実な歩みを支援する。」、重点問題「農村地
域開発及び持続的森林資源の活用」に位置づけられる。 

- 本プロジェクトの対象4県には、ラオス政府が重点開発地域として指定する貧困72郡
のうちの20郡を含む。気候や生活条件の異なる北部と南部を対象とし、それぞれの地
域にあった養殖手法をパイロット事業にて開発し、その手法を普及対象村に普及する

本プロジェクトのアプローチは、効率的・効果的な養殖手法をラオス全土に普及させ

るために適切なアプローチであると考えられる。 

 

 （2）有効性 
本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

 

- 本プロジェクトでは2段階の普及アプローチが取られた。すなわち、当初はパイロッ
ト村（12村）に集中した活動を行い（成果1）、その後その経験を用いて普及村（54村）
に活動を展開した（成果3）。そのなかで関連する機関の政府職員及び養殖農民の研修
が行われ、また日本人専門家及びNADCのカウンターパートらとのさまざまな共同プ
ロジェクト活動により彼らの能力強化が図られた（成果2）。パイロット村での活動は
当初計画の3年間を4年間に延長して行われたが、この対応により種苗生産農家の能力
向上が図られ、「農民から農民へ（FTF）」の普及が機能した。これらの活動実績を基
にRAPPが作成され、将来の養殖開発ツールとしてDLFで公式に承認された。また、
プロジェクト終了後の養殖普及について、RAPPの考え方に沿って対象4県の県養殖開
発戦略（PADS）が作成され、関連機関の合意形成が図られた（成果4）。これら一連
のプロジェクトアプローチはプロジェクト目標を達成するために効果的かつ効率的

であった。 

- RAPP実効性の要は村落クラスターごとに認定されるVADWが行う自発的な養殖普及
である。パイロット村では既に種苗生産農家や女性同盟（WU）による養殖グループ
が育成されており、他村での種苗販売とそれに伴う技術ガイダンスなど、VADWとし
ての自発的な活動が一部で開始されている。 

- プロジェクトでは当初から計画されていた農家個人での養殖に加え、WU、コミュニ
ティ、学校などによるグループ養殖について実証試験を行い、個人養殖、グループ養

殖双方を振興していることから、プロジェクト目標を達成した。 

 

 （3）効率性 
本プロジェクトの効率性はおおむね高いと判断される。 
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- フェーズ1で整備強化されたNADCやカウンターパートを活用して投入の効率性を高
めた。 

- 日本側、ラオス側の投入及びタイミングは質、量ともにおおむね計画どおり実施され

た。プロジェクトの前半ではNADCへのカウンターパートの配置や運営予算について
不十分な点があったが、その後のラオス側の努力によりNADCセンター長及び3名の新
スタッフの公式な配置が図られ、改善された。 

- 日本側では関連機材の投入とともに、NADCやPASの施設整備を行った。これらの機
材、施設はプロジェクト活動、とりわけ農民研修や種苗生産において有効に活用され

た。 

 

 （4）インパクト 
本プロジェクトの正のインパクトが確認される。 

 

- 農村部の養殖は現金収入だけでなく、自家消費用の魚供給源として重要である。プロ

ジェクトによる調査では、パイロット村の養殖農家の大半（71％）を占める小規模農
家（年間生産量100kg以下）では生産量の約60％が自家消費用に充てられている。ま
た、中規模/大規模の養殖農家では自家消費に加えて村内への魚供給に貢献している。

プロジェクトによる養殖普及は1人当たり魚消費量を増加させ、生活水準の向上に資
するという上位目標に向けて、正のインパクトを引き出している。 

- 本プロジェクトではあらゆる活動において農村女性の参加を積極的に促した。特に、

プロジェクトが力をいれたWU 9グループによる養殖は良好な成果を上げた。WUによ
るグループ養殖の便益は多くの場合、メンバー間で分配するのではなく、WUの活動
や村の社会保障の原資とされている。プロジェクトの養殖普及活動は対象地域農村女

性のエンパワーメントに大きく貢献した。 

- プロジェクトはまた個人養殖農家の自発的なネットワーク形成というインパクトを

醸成した。サヤブリ県の一種苗生産農家は他村の先進農家7軒を集めた農家ネットワ
ークを形成し、種苗や親魚の融通、共同での機材調達、情報の共有などの活動を開始

している。 

- プロジェクト活動をきっかけとした社会的なインパクトもみられる。例えば、これま

で交流が少なかった民族間の交流促進、村人全員が参加する作業による相互扶助意識

の高揚などである。 

 

 （5）自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、おおむね高いと判断されるが、自立発展性を確保する

ための方策について更なる検討が必要である。 

 

- RAPPはプロジェクトの成果に基づき、ラオス政府が表明しているクラスターアプロ
ーチという新しい地方開発方針にのっとって作成された養殖振興の技術パッケージ

であり、DLFが承認している。すなわち、VADWの認定制度を含むRAPPはプロジェ
クト終了後のロードマップと位置づけられ、ラオス政府は県レベル及び郡レベルでそ 
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れを具体化するために継続して努力を行うということを確認した。 

- パイロット村12村では養殖普及の中心となる種苗生産農家あるいは中核農家が育成
され、一般養殖農家に対する情報発信を行っている。先進的な養殖農家のなかから

DLFにより認定されたVADWは種苗販売など経済的なインセンティブだけでなく、社
会的なインセンティブをもって自発的な養殖普及を行うことが期待される。養殖技術

「農民から農民へ（FTF）」普及アプローチの有効性については他の国でも実証されて
おり、公的な普及サービスを補完するものとして高い自立発展性をもつ、と思われる。 

- 県や郡では、慢性的な人材・資金不足により、普及員による安定的な普及活動に、若

干の懸念は残る。しかしながら上記のVADWによるFTF普及アプローチは、地方政府
の普及活動を補完すると思われる。 

- 本プロジェクトで初めて取り組んだWUによるグループ養殖は、個人ではなくWUある
いは村の収益源として受け入れられている。村社会の利益のために労働するというの

はラオスで伝統的な活動であり、WU養殖グループのメンバーは養殖活動を継続する
意思を有している。また、WUの活動を養殖普及に取り込むことはRAPPで位置づけら
れており、持続性は高いと判断される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 
該当なし 

 

 （2）実施プロセスに関すること 
貢献要因としてはプロジェクト専門家の個人的ネットワークを通じ、数多くの関係機関

と連携した活動を行った点を指摘できる。プロジェクトが調整した主な活動は次のとおり

である。 

- ウドムサイ県で村の集会所の3カ所の建設（日本のNGO、2団体との連携） 
- 共同研究の推進〔水生生物研究センター（LARReC）、ラオス大学、国際農林水産業研
究センター（JIRCAS）、東海大学、東京大学など〕 

- 資金源とのパイプ（長尾財団による魚類調査と環境教育） 

- 現場での連携と研修〔東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）及びAIT〕 
- 他の類似プロジェクトとの連携〔森林管理・住民支援プロジェクト（FORCOM）〕 
これらの活動は村人及びカウンターパートの能力強化に寄与した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 
該当なし 

 

 （2）実施プロセスに関すること 
阻害要因としては自然災害があった。特に2008年はプロジェクト対象県のうちウドムサ

イ県、サヤブリ県、サラワン県の一部養殖場が洪水による被害を受けた。一方、サバナケ

ット県では雨量不足で養殖池の水量が不十分であった。このような自然災害はパイロット 
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村、展開村の養殖活動が安定しない要因のひとつであった。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトでは2005年のプロジェクト開始時から現在まで、農村地域の魚養殖に関する
技術マニュアルの作成、機材供与、NADCやPASの拠点施設整備、政府職員及び養殖農民に対す
る理論的及び実務的な技術研修の実施など一連の養殖普及活動を実施した。その結果、対象地

域の養殖生産量は増加し、養殖普及手法パッケージとしてRAPPが作成され、DLFに承認された。
プロジェクトは高い有効性、効率性をもってプロジェクト目標をほぼ達成しており、残りの期

間ですべて達成することが見込まれる。 

 また、本プロジェクトは農村コミュニティに対して多くの正のインパクトを与えている。す

なわち上位目標に掲げられている養殖を通じた生活水準の向上だけでなく、ジェンダー主流化、

先進的な養殖農民のネットワーク化及び異なる民族間の友好関係の構築などである。DLF及び
関連する中央及び地方組織は、プロジェクトで導入され、検証された養殖普及活動の継続性を

確保するための努力を続けるという強い意志をもっている。そして、RAPPに示された「農民か
ら農民へ（FTF）」の普及アプローチはVADWのイニシアティブにより機能すると判断される。 
 これらにより本プロジェクトは討議議事録（R/D）及びプロジェクト・デザイン・マトリック
ス（PDM）の計画どおりに終了することができる。プロジェクト側では以下の提言を踏まえ、
残されたプロジェクト活動を円滑に遂行することが期待される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）種苗生産農家への支援強化（プロジェクトへの提言） 
対象地域では種苗の需要が増大しており、種苗生産に興味を示す養殖農家の数が増加し

ている。実際、いくつかの個別養殖農家、WU及び村落養殖振興委員会（VAPC）では既に
種苗生産を開始している。プロジェクトの残り期間においては、これらの種苗生産農家あ

るいはグループに対して集中的な技術支援の実施を要望する。また、可能なところから

VADWのネットワーク化を図っていくことを提言する。このようなネットワークは種苗生
産において経験のある農民から初心者に技術移転を行うなど、相互協力的な活動の活性化

につながる。さらに、種苗場の施設、機材の建設や改善を行ううえで、種苗生産農家が農

業振興銀行あるいは他ドナーなどの資金ソースを利用できるよう指導していくことを併せ

て提言する。 

 

 （2）VADWの活動モニタリングとその報告（プロジェクトへの提言） 
2009年10月、パイロット村から選ばれた24名がVADWとして認定された。これらVADW

らはそれぞれの村落クラスターにおいて養殖普及活動を行うことが期待されている。プロ

ジェクトは、RAPPの効果を実証することを目的に、彼らの普及活動を綿密にモニタリング
並びに指導し、受動的及び能動的な養殖普及についての成功例を報告願いたい。 

 

 （3）県養殖普及アクションプランの作成（対象県農林局への提言） 
PADSはプロジェクト及び対象となる県農林事務所（PAFO）、PAS及びDAFOの共同作業

で策定された。PADSに基づき、各県では詳細な行動計画が作成される必要がある。計画内 
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容には予算、期間、具体的な担当機関などが含まれ、それぞれの地域の関係機関により承

認されなければならない。この計画の策定を進めるため、プロジェクトは可能な範囲で地

域の関係機関を支援していただきたい。 

 

 （4）クラスターアプローチの枠組みでのRAPPの実施（DLFへの提言） 
農村部における養殖振興手法の標準パッケージとしてプロジェクトが開発したRAPPは、

農民の行政サービスへのアクセス改善を図るためラオス政府が採用しているクラスター開

発方針と一致している。政府の村落クラスターアプローチはいまだ全国的に大きく展開さ

れているわけではないが、DLFはプロジェクト終了後、関係機関と協力して本プロジェク
トの展開サイトにおけるRAPPの実施促進を図ってほしい。 

 

 （5）複合養殖、学校養殖の振興（DLFへの提言） 
FORCOMと連携したプロジェクト活動の経験から、養豚を組み込んだ施肥養殖、稲田養

殖など魚と畜産や農業を組み合わせた複合養殖のポテンシャルが確認された。また、学校

養殖は将来の養殖振興の一手法と思われた。将来の養殖プロジェクトにおいてはこれらの

養殖活動を取り込んでいくことを提言する。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 （1）WUの活動強化 
本プロジェクトを通じてWUによるグループ養殖が適切に実施されたこと、そして参加し

た女性の社会的な力が向上したことは注目すべきである。彼女らは養殖あるいは種苗生産

から共通の資金を捻出し、その資金をメンバーの出産や病気時など必要時の相互扶助の原

資に充てている。このように、WUの養殖活動はプロジェクト終了後も継続して行われる可
能性が高いと思われる。また、ラオスでは全国ほとんどの村でWUが組織化されており、グ
ループ養殖を円滑に実施するための強い結束力を有していると思料される。WUのようなポ
テンシャルの高い既存組織への支援は、一から組織をつくり支援するよりも、少ない支援

で持続的・効果的に活動が展開する。WU活動の振興についてのプロジェクトの経験は、他
の村落開発活動における良い参考事例になり得る。 

 

 （2）「農民から農民へ（FTF）」の普及アプローチの有効性 
本プロジェクトを通じて、養殖農民数を増やし、さらに行政による普及効率を高める、

という観点から「農民から農民へ」の普及アプローチの有効性が示された。このような農

民間の普及アプローチは、中心となる裨益者に経済的なインセンティブ（種苗販売による

現金収入）や社会的な地位（VADWといった公式に任命された地位）が適切に付与される
という仕組みを構築することで、養殖だけでなく、他の村落開発プロジェクトに応用でき

ると思われる。 

 

 （3）貧困削減におけるグループ養殖の意義 
プロジェクトが実施したモニタリング調査によると、一般的な傾向として養殖農民は非
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養殖農民より裕福であることが示されている。養殖開発はそのような2つのグループの経済
的なギャップを更に拡大する場合があるかもしれない。このため、プロジェクトではVAPC
の調整機能及び低所得非養殖農家や女性が参加するグループ養殖の振興を通じてこのよう

な社会的な観点に注意を払ってきた。特に、村落構造を考えた場合、市場経済ではなく、

コミュニティの結束と調和を重視して行動する傾向が強い対象者の社会的文化的な価値観

を理解することが重要である。しかしながら、WUによるグループ養殖は成功した一方、低
所得層にある農民グループはおそらくはその脆弱性によりグループ活動を持続することが

できなかった。農村部におけるかかる貧困層への対策については養殖振興も含め、それ以

外の多くの村落開発プロジェクトにおいて今後の課題として残されている。 

 

３－８ フォローアップ状況 

 該当なし 
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Summary of Terminal Evaluation Survey 
 

I. Outline of the Project 

Country：Laos Project title： Aquaculture Improvement and Extension Project 
Phase II (AQIP2) 

Issue/Sector：Fishery Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge： JICA Laos Office Total cost： 5.5  (thousand) yen 

Partner Country’s Implementing Organization： 

Department of Livestock and Fishery(DLF), Ministry of Agriculture 
and Forestry(MAF) 

 

Period of 

Cooperation 
Apr 2005 – Apr 2010 

(5 years) 
Supporting Organization in Japan：Ministry of Agriculture, 
Forestry, and Fisheries (Fisheries Agency) 

１ Background of the Project 
Fish and other aquatic organisms are the most important animal protein source for the people in Lao PDR. The 

government of Lao PDR is trying to increase production of fisheries products in the national food security policy. 
Production increase by catching fisheries in natural and man-made waters is limited as fishing pressure has already 
reached to the maximum sustainable yield level or over it. Therefore, promotion of aquaculture is a matter of 
emergency for the production increase of aquatic organisms. 

The government of Japan has been conducting technical cooperation projects (AQIP 1 and AQIP 2) to assist 
development of appropriate techniques (including culture technique, culture farm management technique, as well as 
extension technique), and capacity building (both human capacity and institutional capacity) in order to contribute to 
aquaculture promotion in Lao PDR. 

AQIP 1 was implemented from 2001 to 2003. the project established NADC as a national aquaculture research 
and development, and training center under DLF, trained staff of NADC and collected information on aquaculture 
situation throughout the country. Thus, a firm basis has been established by AQIP 1 for implementation of the project 
aiming at aquaculture development and extension in rural areas. Past other donor’s projects such as Food and 
Agriculture Organization (FAO) and Asian Institute of Technology (AIT) revealed that enhancing aquaculture 
extension is needed in Provincial / District level because rural people tend to have less consciousness to produce fish 
by making clear plan. AQIP2 has utilized achievement of AQIP1 and has effort to expansion of the aquaculture in 
rural area of the country.   
 

２ Project Overview 
（１）Overall Goal 
Standard of living of rural fish farmer is improved through the dissemination of aquaculture suitable for local 
conditions in the 4 target provinces. 
 

（２）Project Purpose 
Aquaculture suitable for local condition is established in the 4 target provinces. 
 

（３）Outputs 
1. Adequate aquaculture methods are verified according to the local conditions of pilot sites. 
2. The capacity of relevant persons such as target farmers, province/district extension staff and staff of PASs 

regarding aquaculture technology and extension is improved. 
3. Fish farmers of the focal districts introduce improved aquaculture methods. 
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4. The roles of relevant organizations are clarified and their collaboration mechanism is developed regarding the 
aquaculture extension matched with the local conditions. 

 

（４）Inputs 
 Japanese side： 
- Dispatch of Experts : 10 experts (150 MM: including plan in 2009) 
- Training of C/Ps in Japan： 18 C/Ps 
- Provision of machineries and equipment: About 14.5 million yen (159,190 US$) 
- Provision of facilities: About 18.0 million yen (195,000 US$) 
- Local cost：About 64.6 million yen 
Lao Side: 

- Provision of land, building, and facilities 
- Allocation of C/Ps: 36 C/Ps 

 II. Evaluation Team 

Members of Evaluation 
Team 

1. Team Leader:  Mr. Satoshi CHIKAMI  
(Senior Adviser on Fishery Development and Rural Development, JICA 

HDQ)  
2. Aquaculture:  Mr. Hyato SHIRASE  

(Senior Adviser to the Director General of the Rural Development 
Department, JICA HDQ) 

3. Rural Development:  Mr. Naoki TATSUZAWA  
(JICA Expert, Department of Planning, MAF in Lao PDR) 

4. Evaluation Analysis:  Dr. Masanori DOI  
(Managing Director, INTEM consulting Inc.) 

5. Evaluation Planning: Mr. Moriaki WATANABE  
(Project Formulation Advisor, JICA Laos Office 
 

Besides, 9 members from Laos side participated in the process of joint 
evaluation 

Period of Evaluation  7/Oct/2009~27/Oct/2009 Type of Evaluation：Terminal 

 III. Results of Evaluation 

1 Project Performance 
(1) Activities 

The activities for Output 1 “adequate aquaculture methods are verified according to the local conditions of pilot 
site” had a plant to complete in the 3rd year. However, the duration of the activities was extended in one more year 
because enhancing function of the pilot sites was needed. Most of other activities have been implemented well as 
scheduled according to PO.   
 
(2) Outputs 
Output 1: Adequate aquaculture methods are verified according to the local conditions of pilot sites. 
- A total of 6 technical manuals has been prepared and additional 2 manuals are in preparation. 
- From 2005 to 2008 production of fish culture by target farmers in Pilot villages increased by 122 % on average.
- Most of the farmers in pilot villages have intension to continue aquaculture after the termination of the Project. 
 
Output 2: The capacity of relevant persons such as target farmers, province / district extension staff and staff of PASs 
regarding aquaculture technology and extension is improved. 
- More than 2 staff members of each PAS in the target provinces can train district staff and farmers. 
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- More than 2 staff members of each PLFS in the target provinces can make provincial aquaculture plan and give 
necessary guidance to the PAS and DAFO. 

- More than 2 staff member of each DAFO in the target districts can give guidance to farmers. 
- 2 progressive farmers of each pilot villages were certified officially as VADW who conduct extension activities 

to other farmers. 
 
Output 3: Fish farmers of the local districts introduce improved aquaculture methods. 
- More than 1,000 farmers have applied improved aquaculture methods in 8 focal districts. 
 
Output 4 The roles of relevant organizations are clarified and their collaboration mechanism is developed regarding 
the aquaculture extension method with the local conditions. 
- The Project proposed “Rural Aquaculture Promotion Package (RAPP)” as method for sustainable development 

of aquaculture in Lao PDR and the RAPP was officially authorized by DLF. 
- Although the functions and collaboration mechanism of relevant organizations have been developed through the 

Project implementation, collaboration agreement defining duties of each organization has not been agreed.  
 
(3) Project Purpose 
Project Purpose: Aquaculture suitable for local conditions is expanded in the 4 target provinces 
- Approximately 1,000 fish farmers in pilot villages and extension villages were considered to increase fish 

production more than 40 % in 4 target provinces. 
- Based on the principle of RAPP, Provincial Aquaculture Development Strategy was prepared in each target 

province. Aquaculture extension direction at province and district level has been discussed and agreed in 
principle by all of relevant organizations.  

 
(4) Overall Goal 
Overall Goal: Standard of living of small-scale fish farmers is improved through the dissemination of aquaculture 
suitable for local conditions in the 4 target provinces. 
- The average annual increasing rate of fish production in the pilot villages was 30 %. There is possibility to 

accomplish the indicator, fish consumption of 22 kg / person / year by the rural people in 4 target provinces, in 
future by encouraging the aquaculture continuously.  

 

２ Summary of Evaluation Results 
（１）Relevance 

The relevance of the Project is very high. 
- Per capita fish consumption of Lao PDR remained at the lowest level in the Indochina region. Although it tends 

to increase slightly in recent years, the domestic fish production and supply from capture fishery may not 
increased largely in rural areas. Therefore basic needs exist for aquaculture with low cost aiming at home 
consumption as well as income generation. 

- The Project contributes for achievement of “stable food supply” and “reduction of poverty” which were stressed 
in “Fifth Social Economic Five Years Development Plan (2001-2005)” as focused issues and are continuously 
given priority in the current “Sixth Social Economic Five Years Development Plan (2006-2010)”.  In addition, 
agriculture and forestry development addressed to poverty reduction is one of the most important issues in 
“National Growth and Poverty Eradication Strategy (NGPES)”.   

- DLF has set forth the four priority issues for the development of fishery sector of Lao PDR.  Those are 
aquaculture, fishery resource management, assessment of water environment and post harvest.  Sustainable 
development of freshwater aquaculture is the most important target in the fishery sector of the country where 
natural fish resources tend to decrease markedly. 

- In the Country Assistance Program for Lao PDR, Three goals of assistance to Laos and six priority areas are 
described. This project is corresponded to one of three goals “with a view to promoting the reduction of poverty 
from the standpoint of  ”human security”, Japan will support Laos in its steady steps towards the achievement 
of the Millenium Development Goals(MDGs)” and one of six priority areas “Developing rural regions and 
sustainable use of forest resources” . 
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- In National Growth and Poverty Eradication Strategy, 72 districts of 142 districts in the whole country are 
designated as prior area for poverty reduction countermeasure. The target provinces in the project includes 20 
districts, and it could contribute for achievement of Lao National Development Plan.  

 

（２）Effectiveness 
The effectiveness of the Project is evaluated high 
 

- The Project undertook the 2-step extension approach, initially focused on the 12 pilot villages (Output 1) and 
then expanded to the 54 extension villages by using the experiences in the pilot villages (Output 3). Technical 
training of relevant government officials as well as fish farmers has been conducted and their capacity has been 
strengthened by various joint project activities with Japanese experts and counterpart of NADC (Output 2). By 
extending the period of intervention to the pilot villages for one year from initially planed 3 years to 4 years, 
capacity development of seed producing farmers could be secured and the “FTF extension” became 
functionalised.  Based on those experiences and results, RAPP was drafted by the Project and authorized by 
DLF as a future aquaculture development tool. As for the aquaculture extension activities after termination of the 
Project, PADS was prepared according to the framework of RAPP and agreed by relevant parties. (Output 4). 
Those series of project approaches were appropriate and effective to accomplish the project purpose.  

- The principles of RAPP are official appointment of VADW and spontaneous aquaculture extension by VADW at 
cluster level. Generally 1-2 progressive farmers or aquaculture groups have started seed production at each pilot 
village.  Some of those progressive fish farmers have already motivated to extend the knowledge and skill for 
other villages as well as his/her village.  

- Based on the results of the pilot project, effectiveness of the group aquaculture by WU, community and school 
has been verified feasible in addition to individual aquaculture that had been planned from the initial stage of the 
Project.  The Project achieves the project purpose by encouraging positively both types of aquaculture 
activities. 

 
（３）Efficiency 

The efficiency of the project is almost high. 
 
- The Project could utilize the result of its phase 1 such as improved facility of NADC and staff trained in the 

phase 1, which improved efficiency of technical cooperation in the phase 2. 
- Most of inputs by Japanese and Lao side have been done based on the plan both in quality and timing. Although 

number of Lao personnel allocated at NADC and provision of operation cost was insufficient during the early 
project period, Lao side made effort to allocate necessary number of counterpart staff such as official 
appointment of the director of NADC and 3 new staff.     

- The Project supported improvement of facilities and equipment at NADC, PAS of the 4 target provinces and one 
district level aquaculture station in Laongan District.  They have been used appropriately for the project 
activities, particularly for training of farmers and seed production.  

 

（４）Impact 
Positive impact of the Project is recognized. 
 
- It is well-known that the small-scale aquaculture plays an important role for providing fish for self-consumption. 

According to the survey of the Project for the pilot villages, small-scale fish farmers with annual production less 
than 100kg were dominant occupying 71% in number of farmers and 60.9% of their production was consumed 
by themselves. Considering the production scale, medium- and large-scale farmers are also important to supply 
fishes in the village.  It can be concluded that extension of aquaculture by the Project inspired significant 
positive impact towards the Overall goal that has been pursued to increase per capita fish consumption in target 
provinces, which is considered as an indicator for improving standard of living in rural area. 

 
 



xiv 

- The Project has tried to involve women aggressively in various aquaculture-related activities. In particular group 
aquaculture of a total of nine WU was supported by the Project and achieved preferable results.  In many cases, 
profits obtained from aquaculture are not shared by the members but kept for the activity of WU and for social 
safety of the villagers.  It was confirmed in this study such group aquaculture contributes largely for 
socio-economic empowerment of women in rural areas.  From these aspects, it is concluded the Project has 
generated significant impact to gender mainstreaming.   

- The Project derived an impact to formulate a spontaneous organization of progressive fish farmers.  A 
progressive fish farmer in Xaignabouli province has organized a fish farmer’s network to be functioned for 
mutual benefits such as exchange of seeds or broodstock, joint procurement of equipment and feed and 
information sharing. 

- The project activities generated various intangible positive impacts to villagers that were considered as 
multi-dimensional function of aquaculture. For example, two ethnic groups that did not closely collaborate 
before AQIP2 have been encouraged to collaborate each other through the Project activities. Some activities 
enhanced mind of mutal help among villagers. 

 
（５）Sustainability 

Sustainability of the Project is considered mostly high, however, further consideration for securing the 
sustainability is necessary. 
 
- Based on the achievements of the Project and also taking into consideration the new local development policy, 

namely the village cluster approach, the Project has prepared the RAPP including VADW appointment system, 
which are considered a sort of road map after the termination of the Project since they have been approved and 
authorized officially by DLF.  It is confirmed that Lao PDR makes continuous efforts to materialize them 
particularly in provincial and district levels. 

- Seed producing farmers or core farmers who can act as the hub of aquaculture extension in rural area have been 
fostered in the 12 pilot villages of the Project and they are now providing technical information for ordinary 
farmers who come to buy seeds.  The VADWs selected among such progressive farmers and certified by DLF 
will work for spontaneous aquaculture extension with social incentive as well as economic incentive. 
Effectiveness of the FTF technical extension has also been verified in some other countries.  It is suggested that 
the FTF approach implies high sustainability for extension of aquaculture in private basis and supplements the 
government extension services. 

- It is not clear whether aquaculture extension activities by extension workers continue to be implemented, 
because local government in Provincial / District level has always faced insufficient human resources and 
budget. However, FTF extension approach by VADW as mention above can make for extension activities by 
local government.  

- Group aquaculture of WU that was initiated by the Project seemed to be accepted by the WU members as a new 
income generating activity for the union/village not for individual.  Work for the common benefit is 
traditionally undertaken in rural area of Lao PDR.  The members show their interest and will to continue group 
aquaculture.  Based on the results of project activities, their involvement for aquaculture extension has 
described clearly in RAPP.  From those aspects, aquaculture of WU is evaluated to keep sustainability after the 
Project. 

 
３．Factors promoting better sustainability and impact 
（１）Factors concerning to Planning 
None 
 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 

As for contributory factors, various collaboration activities with NGOs as well as national and international 
institutions can be pointed out. Main collaboration activities show as below. 
- construction of the village halls of three pilot villages in Oudomexai province (Collaboration with two Japanese 

NGOs) 
 



xv 

- Promotion of joint research and technical studies on aquaculture (LARRec, National University of Laos, 
JIRCAS, Tokai University, University of Tokyo, etc.) 

- Pipeline with foundation (Environmental study and education regarding the fishes in paddy fields by the Nagao 
Foundation) 

- Collaboration on the field activities (SEAFDEC and AIT) 
- Collaboration with similar project (FORCOM) 
A series of those collaborative activities contributed for strengthening of capacity of both villagers and counterparts.
 
４．Factors inhibiting better sustainability and impact 
（１）Factors concerning to Planning 
None 
 

（２）Factors concerning to the Implementation Process  
As for obstructive factors, natural disaster can be pointed out.  Flooding occurred in a part of target areas in 

Oudomxay, Xaiyabouli and Salavan provinces in 2008, on the other hand insufficiency of rainfall in Savannakhet 
province in the same year.  Those natural disasters obstructed stability of aquaculture operation of fish farmers in 
both pilot and extension villages. 
 
５．Conclusion 

The Team confirmed that the Project has prepared sufficient numbers of technical manuals to be adopted for rural 
fish farming, provided necessary equipment, supported improvement of facilities of NADC and PAS, and 
implemented a lot of theoretical and practical training not only for Lao government personnel but also for villagers 
during the project period of 5 years from 2005 up to now.  As the results the aquaculture production of the target 
area has been increased and a technical package for aquaculture extension, namely the Rural Aquaculture Promotion 
Package (RAPP) was prepared and authorized by DLF. Overall, the Team concludes that so far this Project has 
almost achieved the Project Purpose with high effectiveness and efficiency, and confirms that the remaining part 
concerning the provincial aquaculture development plan will be completed by the end of the Project. 

It was also confirmed by the Team that the Project has elaborated many positive impacts to rural communities not 
only on improvement of standard living but also on gender mainstreaming, formulation of a network of progressive 
farmers and enhancement of amicability of different ethnic groups.  DLF and relevant central and local 
organizations show their strong will to keep continuous efforts for securing sustainability of aquaculture extension 
activities that have been introduced and verified by the Project.  It is deemed that the farmer to farmer approach 
shown in RAPP works by initiative of VADW.   

Accordingly, the Team suggests for both Lao and Japanese authorities that the Project can be terminated as 
scheduled in R/D and PDM.  It is expected that the Project accomplish the remaining activities taking into 
consideration the recommendations.  

 
６．Recommendations 
(1) Intensive Support for Seed Producing Farmers (To the Project) 

It is found that seed demand is increasing in the target areas and the increasing number of fish farmers show their 
interest to produce seed by themselves. Actually, some individual farmers, women’s unions and VAPC groups have 
already stated seed production. During the remaining period, the Project should intensify its technical support to such 
seed producing farmers. It is also recommended, where applicable, to build a network of VADWs for the promotion 
of their reciprocal cooperation such as technology transfer from advanced farmers to beginner farmers in the seed 
production. In addition, facilitating the seed production farmers to avail of financial sources such as Agriculture 
Promotion Bank and other donors is recommended for constructing/upgrading hatchery facilities and equipment.  
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(2) Monitoring and Documentation of VADW Activities (To the Project) 
24 farmers were selected from pilot villages and certified as VADWs in October 2009. They are now expected to 

conduct aquaculture extension activities in the respective clusters. The Project should closely monitor and guide their 
extension activities and document successful cases of both passive and active aquaculture extension in order to 
scrutinize the effectiveness of the RAPP.  

 
(3) Formulation of Provincial Action Plan (To the PAFO) 

Provincial Aquaculture Development Strategy (PADS) has been formulated jointly by the Project, PAFO, PAS, 
and DAFO of target provinces / districts. Based on the PADS, a detailed action plan should be prepared by each 
target province. The plan includes budget, time, and responsible organizations, etc. The plan should be authorized by 
local authorities. To the extent possible, the Project should provide assistance to local authorities in its formulation. 

 
(4) Implementation of RAPP in the Cluster Approach (To the DLF) 

The RAPP developed by the Project as a standard package of rural aquaculture promotion is conformed to the 
cluster development policy of Lao government that is to improve the access of rural people to government services. 
Although the village cluster approach has not yet been adapted in full-swing in the whole country, it is recommended 
that the DLF promotes implementation of the RAPP in the Project extension sites in coordination with concerned 
offices after the termination of the Project. 

 
(5) Promotion of Integrated Farming and School Aquaculture (To the DLF) 

Based on the experience of the Project in collaborative activities with FORCOM, potential of integrated farming 
of fish with animal husbandry and agriculture such as pig-cum-fish culture and rice-cum-fish culture was confirmed. 
Also school aquaculture is considered as a means of future aquaculture promotion.  The Team recommends for 
future similar aquaculture projects to incorporate those alternative aquaculture activities. 
 

７．Lessons Learned 
(1) Promotion of Women’s Union (WU) activities 

It is noteworthy that the group aquaculture by WU has been successfully implemented and the woman 
participants have been empowered. They raise a common fund from the proceeds of fish culture and/or seeds 
production, which is used in turn for the purpose of mutual support in case of necessity such as delivery or sickness 
of members. Thus, it seems that the continuation of their aquaculture activities is highly likely even after the project 
termination. There are WUs already organized in most of the villages nationwide with solid organizational structure 
including leadership and regulations that may lead to smooth implementation of group aquaculture operations. The 
experience of the Project in the promotion of WU activities can be a good reference for other rural development 
activities.  
 
(2) Effectiveness of Farmer to Farmer (FTF) Approach 

In the course of the Project implementation, the FTF extension approach has shown its effectiveness to multiply 
the number of beneficiary fish farmers and efficiency of government intervention in the extension work. The FTF 
approach is considered applicable not only to aquaculture but also to other rural development if economic incentives 
and social status are properly provided to key beneficiaries. 

 
(3) Implications of Group Aquaculture in Poverty Reduction 

The monitoring survey conducted by the Project shows that fish farmers are generally richer than no-fish 
farmers. The development interventions may widen such as an economic gap between the two groups. The Project 
has given due consideration to this social aspect through the coordination function of the VAPC and the promotion of 
group aquaculture which low-income non-fish farmers and women participated in. In the rural setting especially, it is 
important to understand social and cultural values of the target people who might opt to behave on the basis of not 
market economy but solidarity and harmony of the community. In this context, the group aquaculture of WUs has 
succeed but the groups of low-income farmers are not able to sustain the group activities probably due to their high 
vulnerability. Thus, this aspect remains as challenge that face the rural aquaculture promotion in particular and many 
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other rural development projects in general. 
 

8. Follow-up Situation 

None 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 背 景 

魚をはじめとする水産物はラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」）の人々にとって最も重要

な動物性たんぱく源であり、ラオス政府は国家食糧安全保障の立場からその増産を図っている。

天然及び人工水域からの漁業生産は既に頭打ちの状態なので、水産物の増産には養殖の開発・普

及が不可欠である。わが国は、養殖開発・普及を進めるために適した方法（養殖技術、養殖経営

方法、養殖普及方法）の確立と養殖普及能力の向上に資するために技術協力プロジェクト〔養殖

改善・普及計画フェーズ1（AQIP1）及びフェーズ2（AQIP2）を実施している。AQIP1は2001年か
ら2003年にかけて実施され、養殖改善・普及を推進する国立センターとして、畜水産局（DLF）に
属するナムスワン養殖開発センター（NADC）の施設がプロジェクトの枠内で建設された。さらに、
NADC職員の能力向上、ラオス全国の養殖情報の収集等が行われ、養殖普及に着手する基盤が築か
れた。一方、国連食糧農業機関（FAO）やアジア工科大学（AIT）など他のドナーが地方部におい
てプロジェクトを実施してきた結果として、一般にラオス農民は魚を計画的に生産するという認

識が希薄であるため、県・郡レベルで養殖普及を一層強化する必要があることが分かった。以上

のような背景からAQIP2は、AQIP1の成果を十分に活用しつつ、養殖普及の地方展開に着手してい
る。 

 

１－２ 調査の目的 

今回の調査では、プロジェクト活動の進捗、プロジェクト自己評価の結果を踏まえ、2010年4月
のプロジェクト終了を前に、今までの協力実績及び実施のプロセスを確認し、プロジェクトの派

遣中専門家及びラオス側関係者とともにプロジェクトの評価を行う。本調査の目的は、以下のよ

うにまとめられる。 

 （1）プロジェクト終了間際での成果、活動実績、投入実績、計画達成度をプロジェクト・デザ
イン・マトリックス（PDM）や活動計画（PO）に基づき確認する。 

 （2）評価5項目の観点からプロジェクトを評価し（特に有効性・効率性・自立発展性の観点か
ら）、プロジェクト終了に向けた課題・懸念事項を明確化し、解決方法を検討する。 

 （3）相手国側が事業を継続する場合の留意点、あるいは類似プロジェクトへの教訓を導き出す。 
 

１－３ 合同評価チームの構成 

評価は、日本側及びラオス側により、日本・ラオス合同調査委員会が構成され、合同評価形式

で行われた。評価メンバーは、以下のとおりである。 

 

 （1）日本側調査団員 

氏 名 担当分野 職 位 

1）千頭 聡 団長・総括 JICA 国際協力専門員 

2）白勢 隼人 養  殖 JICA 農村開発部 参事役 

3）龍澤 直樹 村落開発 ラオス農林省 計画局 農業政策アドバイザー 

4）土居 正典 評価分析 インテムコンサルティング㈱ 専務取締役 

5）渡辺 盛晃 調査企画 JICAラオス事務所 企画調査員 
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 （2）ラオス側評価メンバー 

氏 名 
評価チーム 

での担当 
職 位 

1）Dr. Bounkhouang KHAMBOUNHEUNG リーダー 農林省 畜水産局長 

2）Mr. Chanthaboun SIRIMANOTHAM 副リーダー 畜水産局 計画課長 

3）Mr. Bounthong SAPHAKDY メンバー 畜水産局 水産管理課長 

4）Ms. Panida PHOMMALISACK メンバー 農林省 計画局技官 

5）Ms. Nouhak LIEBVIXAY メンバー ナムスワン養殖開発センター所長 

6）Mr. Bounkham SIACKHASONE メンバー 農林省 監査局 総務課長 

7）Mr. Khamphet ROGER メンバー 農林省 農林研究所 水生生物研究

センター次長 

8）Mr. Phousit PHOUNMMAVONG メンバー 農林省 農林普及局技官 

9）Mr. Somekhit KAOYAHOUANG メンバー 計画投資省 国際協力局技官 

 

１－４ 評価調査日程 

 2009年10月7日（水）～27日（火）（21日間） 
 詳細行程は以下のとおり。 

 

日順 日 付 曜日 行 程 宿泊先 

1 10月7日 水 【評価分析団員】成田→バンコク→ビエンチャン移動 ビエンチャン 

2 10月8日 木 ・JICAラオス事務所及びDLFとの打合せ 
・AQIP2専門家との打合せ  

ビエンチャン 

3 10月9日 金 ・AQIP2カウンターパートとの打合せ ビエンチャン 

4 10月10日 土 ・ビエンチャン→ウドムサイ移動（飛行機） ウドムサイ 

5 10月11日 日 ・ウドムサイ県サイ郡パイロット村視察 ウドムサイ 

6 10月12日 月 ・ウドムサイ県農林事務所（PAFO）との打合せ 
・ウドムサイ県→サヤブリ県移動（車両）  

サヤブリ 

7 10月13日 火 ・サヤブリPAFOとの打合せ 
・サヤブリ県サヤブリ郡普及展開村視察 

サヤブリ 

8 10月14日 水 ・サヤブリ県→ルアンパバーン県→ビエンチャン移動（車
両→飛行機） 

【団長・養殖団員】成田→バンコク→ビエンチャン移動 

ビエンチャン 

9 10月15日 木 ・計画局（DOP）、DLF、JICAラオス事務所表敬 ビエンチャン 

10 10月16日 金 ・第1回合同評価委員会（NADC） ビエンチャン 

11 10月17日 土 ・データ整理 ビエンチャン 

12 10月18日 日 ・ビエンチャン→サバナケット県ピン郡移動（車両）  ピン 
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13 10月19日 月 ・サバナケットPAFO・ピン郡郡農林事務所（DAFO）職
員との打合せ 

・サバナケット県ピン郡パイロット村・普及展開村視察 

・ピン郡→チャンパサック県パークセー移動（車両） 

パークセー 

14 10月20日 火 ・パークセー→サラワン県ラオンガム郡移動 
・サラワン県PAFO・ラオンガム郡DAFO職員との打合せ 
・サラワン県ラオンガム郡パイロット村視察 
・ラオンガム郡→サバナケット県移動（車両） 

サバナケット 

15 10月21日 水 ・サバナケット県養殖ステーション視察 
・サバナケット県→ビエンチャン移動（車両） 

・チーム会議 

ビエンチャン 

16 10月22日 木 ・第2回合同評価委員会〔協議議事録（M/M）案協議〕 ビエンチャン 

17 10月23日 金 ・第3回合同評価委員会（M/M案協議） ビエンチャン 

18 10月24日 土 ・M/M作成&資料整理 ビエンチャン 

19 10月25日 日 ・M/M作成&資料整理 ビエンチャン 

20 10月26日 月 ・M/M署名 
・JICAラオス事務所・在ラオス日本大使館報告 
【評価分析団員】ビエンチャン→バンコク移動 

ビエンチャン/

バンコク（評価

分析団員） 

21 10月27日 火 ・国際協力局（DIC）報告 
【団長・養殖団員】ビエンチャン→バンコク移動 

 

 

 

１－５ 主要面談者 

（敬称略・順不同） 

 

＜ラオス養殖改善・普及計画フェーズ2 専門家＞ 
池ノ上 宏 チーフアドバイザー 

枝 浩樹 専門家（訓練/親魚育成/種苗生産） 

茶木 博之 同（養殖技術1/普及） 
佐野 幸輔 同（養殖技術2/村落開発/流通調査） 

 

＜農林省 畜水産局＞ 

Dr. Bounkhuang Khambounheung 畜水産局長 

Ms. Phinkham LASASIMMA 同 次長 

Mr. Chanthaboun Sirimanotham 同 計画課長 

Mr. Bounthong Saphakdy 同 水産管理課長 

Ms. Nouhak Liepvisay 同 ナムスワン養殖開発センター 所長 

Mr. Bouasavanh VIENGSOMBATH 同 ナムスワン養殖開発センター 技官 

Ms. Vonsamay DALASAEN 同 ナムスワン養殖開発センター 技官 

Mr. Bouakeo VONG-AMMAT 同 ナムスワン養殖開発センター 技官 
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＜農林省 計画局＞ 

Mr. Khame PHALAKHONE 計画局 次長 

Ms. Panida PHOMALISAK 同 技官 

Mr. Lamngeun SAIPADITH 同 技官 

 

＜農林省 農林研究所＞ 

Mr. Khamphet ROGER 農林研究所 水生生物研究センター 次長 

 

＜農林省 監査局＞  

Mr. Bounkham SYAKSONE 監査局 総務課長 

 

＜農林省 農林業普及局＞ 

Mr. Phousit PHOMMAVONG 農林業普及局 技官 

 

＜サバナケット農林局＞ 

Mr. Bounthak BOUTHILAT 県養殖ステーション長 

Mr. Phansy 県農林局畜産課 技官 

Mr. Somnit SOUWANLAT ピン郡農林事務所 次長 

Mr. Somvandy ピン郡農林事務所 技官 

 

＜サラワン農林局＞ 

Mr. Somkhit SENTHAVI 局次長 

Mr. Soukan SENTHAVISOUK ラオンガム郡農林事務所 次長 

Mr. Ath ラオンガム郡農林事務所 技官 

Mr. Saly サラワン郡農林事務所 技官 

 

＜計画投資省＞ 

Mr. Somkhit KAOYAHEUANG 国際協力局 技官 

 

＜在ラオス日本大使館＞ 

宮下 正明 特命全権大使 

中村 健 一等書記官 

 

＜JICAラオス事務所＞ 
高島 宏明 所長 

武井 耕一 次長 

小谷 匡 所員 
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１－６ 対象プロジェクトの概要 

【プロジェクト目標】 

協力対象4県（ウドムサイ県、サヤブリ県、サバナケット県、サラワン県）で立地条件に適合
した養殖手法が普及する。 

 

【上位目標】 

協力対象4県で、立地条件に適合した養殖普及を通じて、小規模養殖農家の生活が向上する。 
 

【成果】 

成果1：パイロットサイトの立地条件に適合した養殖手法が実証される。 
成果2：関係者（養殖農家、県・郡普及員及び県技術員）の養殖技術とその普及に関する能力が

改善される。 

成果3：協力重点郡の養殖農家が改良された養殖手法を導入する。 
成果4：立地条件に適合した養殖手法の普及に際し、関係機関の機能と連携が強化される。 

 

【活動】 

活動1-1：パイロットサイトとなる農村を確定する。 
活動1-2：パイロット事業の活動運営計画を策定する。 
活動1-3：パイロット事業を実施する。 
活動1-4：NADCが中心となって、農家レベルの養殖技術と普及に関する研修プログラム及び教

材を作成する。 

活動2-1：各県の立地条件に適合した養殖技術と普及に関する研修プログラム及び教材を作成す
る。 

活動2-2：NADC、県養殖ステーション（PAS）及びタイ国において、県技術員、県・郡普及員及
び中核養殖農家の研修を行う。 

活動2-3：PASの養殖普及活動のための機能を強化する。 
活動3-1：パイロット事業の成果を導入する農村と養殖農家を選定する。 
活動3-2：養殖農家を対象とした、養殖手法の視聴覚教材を作成し、研修を行う。 
活動3-3：選定した養殖農家に対し、普及活動とモニタリングを行う（養殖普及展開事業）。 
活動4-1：対象県の養殖活動に関する情報の収集及び整理を行う。 
活動4-2：対象県の養殖普及戦略の策定を支援する。 
活動4-3：協力期間終了後の養殖普及に係る行動計画を策定する。 
活動4-4：養殖普及の促進のため、関係機関を対象とする行動計画に関するセミナーを開催する。 

 

１－７ 終了時評価の手順と方法 

 終了時評価は次の3ステップで実施した。 
 

（1）ステップ1 プロジェクトによる自己評価 
プロジェクトの進捗と達成状況について、日本人専門家とラオス側カウンターパートなどプ

ロジェクト関係スタッフにより評価する。 
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（2）ステップ2 JICA側の評価分析担当メンバーによる予備調査 
上記の自己評価の結果に基づき、日本人専門家及びラオス側カウンターパートに対し質問表

によるインタビュー調査を実施し、また北部の対象サイトの調査を行ってプロジェクトの予備

的な評価を行う。この調査はJICA側評価分析担当団員がJICAラオス事務所と協力して行われた。 
 

（3）ステップ3 合同評価調査 
ステップ1及び2の結果を踏まえ、合同評価チームは南部の対象サイトの現地調査を行い、プ

ロジェクトの適切な評価についての一連の協議を行う。評価の結果は合同評価レポートとして

取りまとめ、相互理解を図る。 

 

【評価の基準】 

 終了時評価はJICAのプロジェクト評価ガイドライン及び5項目評価基準に沿って実施した。5項
目評価基準とは次のとおりである。 

 

（1）妥当性 
ラオス政府の開発方針及び受益者のニーズとプロジェクト目標、上位目標が整合性をもって

いるかどうかを問う視点。 

 

（2）有効性 
プロジェクトに期待された便益が計画どおり達成されたかどうか。また、それらの便益はプ

ロジェクトの結果としてもたらされたものかどうかを問う視点。 

 

（3）効率性 
実施過程における生産性を検証する。すなわち、プロジェクトの投入が効率的に成果に転換

されたかどうかを問う視点。 

 

（4）インパクト 
プロジェクトの実施により生じる直接的あるいは間接的、正あるいは負のインパクトを問う

視点。上位目標への寄与についてのインパクトも含まれる。 

 

（5）自立発展性 
プロジェクトがラオス政府により継続して実施されるかどうか、またプロジェクトによって

惹起された便益が国家政策、技術、制度、財務的な状況の下で持続できるかどうかを問う視点。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

 プロジェクトの投入実績は、以下のとおりである。 

 

 （1）日本側投入 
1）専門家派遣 

2005年4月のプロジェクト開始以来、POに示された活動を達成するため、次のような10分
野の専門家が派遣された。その投入規模はプロジェクト終了時までの計画を含め150MMであ
る。 

- 研修/親魚育成/種苗生産 

- 養殖技術 1/普及 
- 養殖技術 2/村落開発/流通調査 
- チーフアドバイザー 

- ジェンダー主流化/生活改善 

- 参加型開発 

- 初期開発 

- 施設設計 

- 営農改善 

- 域内ネットワーク強化 

これら日本人専門家に加え、プロジェクトでは水産普及/餌料開発の分野でタイ国から第

三国専門家が短期派遣された。 

 

2）研 修 
研修は次のような3つの形態で行われた。 
①カウンターパートの本邦研修 

②カウンターパートの第三国研修 

③地方政府スタッフ及び農民の国内研修 

これらの研修により合計18名が本邦研修を、21名がタイ国にて第三国研修を受講した。国
内研修はNADCやPAS及び村で行われ、合計58名の地方政府職員、260名のパイロット村農家、
718名の展開村農家が参加した。今後更に112名の農民がプロジェクト終了時までに研修を受
講することが計画されている。 

 

3）供与機材及び施設整備 
プロジェクト活動に必要な機材として、ミニバス、モーターバイク、コンピュータなど合

計15万7,190ドル相当の機材が供与された。また、NADCやPASなどで養殖関連の施設整備が
行われた。投入された施設整備費の合計は約19万ドルであった。 

 

4）現地業務費 
研修・セミナー実施経費、巡回指導経費、普及教材作成経費などを目的に、現地業務費と
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して合計約6,460万円の支出が行われた。 
 

 （2）ラオス側投入 
1）土地・施設 
プロジェクト活動に必要な土地（12ha）、建物がラオス政府から提供された。 

 

2）カウンターパートの配置 
農林省DLF局長、NADC所長及びスタッフ、DLF水産管理課長、DLF計画課長、県・郡レベ

ルのプロジェクト担当職員など、これまで合計36名のカウンターパートが配置された。 
 

3）その他機材など 
トラック1台、四輪駆動車3台、ミニバス1台、バイク2台、PC3台、プリンター1台などの機

材が提供された。 

 

4）業務費 
プロジェクトの業務費として現時点まで合計6億4,500万キップ（約7万7,000ドル）が拠出

された（2005年：8,000万キップ、2006年：1億5,000万キップ、2007年：1億キップ、2008年：
1億キップ、2009年：2億1,500万キップ）。また、NADCの電気代及び水道代が負担された。
しかしながら、ラオス側の拠出金額はNADCの運営管理において十分とはいえず、また予算
執行はときどき遅れた。 

 

２－２ 活動実績 

 成果1のパイロット事業については、当初3年次で終了する予定であったが、対象となるパイロ
ット村の機能をより強化するために、パイロット事業の期間を1年間延長した。それ以外の活動は
おおむね計画どおりに実施された。 

 

２－３ 成果達成状況 

＜成果1 パイロットサイトの立地条件に適合した養殖手法が実証される。＞ 
 

指標1-1．現地の状況に合ったマニュアルが整備される。 

 

 ティラピア養殖、コイ養殖など現在まで6種類の技術マニュアルが作成され、プロジェクト終了
時までにあと2種類のマニュアルが作成される予定である（すべてラオス語）。これらに加えて計
14刷のプロジェクトニュースレターが作成され、関係機関に配布された。 
 

指標1-2．パイロット村において対象農家の魚生産が平均40％増加する。 

 

 プロジェクト開始1年目から3年目にかけて、プロジェクト活動は養殖技術の改善とパイロット
村12村への普及に集中した。農民の技術訓練はプロジェクトによって開発された教材を用いて
NADC、PAS及びオンサイト（各村）で行われた。これらの活動は、「農民から農民へ（FTF）」の
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普及アプローチを強化するために第4年次も継続された。結果として、村落養殖振興委員会（VAPC）
がすべてのパイロット村に設立され、村レベルの種苗生産が開始された。 

 指標1-2の達成度は表1に示すとおり、モニタリング調査により確認されている。パイロット村の
総魚生産量は、2005年の46.25tから2008年には102.6tに増加したと推定される。この間3年間の増
加率では全村平均で122％と計算される。個別にみると、12パイロット村のうち9村で40％以上の
魚生産の増加が認められた。2008年に生産量を減少させた村があるが、それは雨量不足〔ピン（Phin）
村〕あるいは洪水により種苗生産農家の池が浸水し、生産が中断されたこと〔ノンスーン

（Nonsoung）村〕による。ナタン（Natane）村では生産量がほぼ横ばいであるが、ここでも洪水
被害が報告されている。 

 

表１ パイロット村における養殖農家数及び生産量の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標1-3．パイロット村の対象農家のうち60％以上が、パイロットプロジェクト終了時に養殖を
継続する高い意欲を有す。 

 

 2009年8月に実施されたサンプル調査によると、12パイロット村のうち10村においてすべての養
殖農家が養殖を継続するという意向を示した（調査標本数：9～20農家/村）。2つの村（すなわち、
ピン郡ウドムサイ（Oudomxai）村とラオンガム（Laongam）郡ノンスーン（Nonsoung）村では、
天災被害を受けた一部の農家で継続意欲が低かったものの、大部分の農民（76～89％）は他村と
同様に養殖継続の意欲を有していた。この調査結果は養殖農家がプロジェクト終了後も養殖を継

続する高い意欲を有していることを示すものであり、本指標が達成されていることを確認した。 

 

＜成果2 関係者（養殖農家、県・郡普及員及び県技術員）の養殖技術とその普及に関する能力が
改善される。＞ 

2005 2008 2005 2008 2005 2008

Houaysang 18 58 28.5 54 0.51 3.13 511
Houaythong 31 39 37.5 54 1.16 2.09 80
Houaykhoum 33 77 70 231 2.31 17.82 671
Natane 84 91 139 130 11.68 11.83 1
Somsavanh 70 97 173 238 12.11 23.09 91
Nasomnyai 60 70 119 406 7.14 28.42 298

296 432 117.9 199.9 34.91 86.38 147
Phin 32 32 175 55 5.60 1.77 -68 *1)
Xaisamphan 15 37 113.5 216 1.70 8.00 370
Oudomxai 25 30 22.1 88 0.55 2.65 380
Houakouaset 15 15 68 100 1.02 1.49 46
Dondou 12 11 42.5 172 0.51 1.89 270
Nonsoung 16 9+ 122 47 1.95 0.42 -78 *2)

115 134 98.6 121.1 11.34 16.23 43
411 566 112.5 181.3 46.25 102.60 122

Oudomxai province
(Xai district)

Xaignabouli
province (Phiang
district)

Sub-total (North)

Savannakhet
province
(Phin district)

Salavan province
(Laongam district)

Sub-total (South)

Remarks *1) Shortage of rainfall in rainy season, *2) An active fish farmer suspended production in 2008

Source:  Monitoring survey of the Project in 2006 and 2009.

Number of
aquaculture

households (HH)

Aquaculture
production

(kg/HH/year)Province/District Village

Aquaculture
production
(ton/village)

Increased rate
for

aquaculture
production

(%)

Remarks

Total

Source:  Monitoring survey of the Project in 2006 and 2009 
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指標2-1．各PASにおいて2名以上の職員が郡県職員及び農民に研修を行うことができる。 

 

 研修に関するPAS職員の能力向上は郡職員や農民を対象とする技術研修実施時の観察で確認さ
れている。能力を向上させ、独自に研修を実施できるPAS職員は対象県それぞれで2名以上である。 
 

指標2-2．各県畜水産課（PLFS）においてそれぞれ2名以上の職員が県養殖計画の作成を行うこ
とができ、PASやDAFOに対して養殖普及において必要となる説明指導を行うことができる。 

 

 上記と同様、PLFS職員の能力向上はさまざまなプロジェクト活動における計画作成とその実行
過程において高められた。少なくともPLFS職員は、県レベルの養殖計画を作成することができ、
PASとDAFOに養殖普及のために必要となる説明指導を行う能力がある。 
 

指標2-3．各DAFOにおいて2名以上の職員が農民に説明指導できる。 

 

 DAFOの職員は、PLFSを通してプロジェクトから発信される指示により、農民と最も近い現場
で業務を行った。彼らの研修能力は各村におけるオンザジョブ訓練だけでなく、NADCやPASで実
施された技術訓練により改善された。プロジェクト担当のDAFO職員は昇進や外国での長期研修な
どのため、ときどき変更されたが、少なくともすべての対象郡で2名は農民に適切な説明指導を行
うことができる。 

 

指標2-4．各パイロット村において少なくとも1名以上が他の農家に普及を行うための意欲の高
い村落養殖開発ワーカー（VADW）となる。 

 

 まず、VAPCとDAFOを通じてVADWとして活動できる資質を有している先進的な農民2名をそれ
ぞれのパイロット村から推薦してもらった。そして、農村養殖振興パッケージ（RAPP）（後述す
る成果4を参照）に示された手順に沿って、農民への教え方やプレゼンテーションの方法、VADW
の役割と義務、更なる養殖技術などに関してNADCで研修を行った。その結果、彼らは2009年10
月16日、DLFからVADWとして公式に認証された。 
 

＜成果3 協力重点郡の養殖農家が改良された養殖手法を導入する（養殖普及展開事業）＞ 
 

指標3-1．8つの協力重点郡において、少なくとも600農家以上（普及村）が改良された手法を導
入する。 

 

 対象4県8郡から計54の普及村を選定して、近隣のパイロット村へのスタディツアーを企画、実
施した（2007年9月）。この研修には計191名の農民が参加している。 
 それを受け、2007年10月～11月及び2008年11月～12月の2回に分けて、オンサイトでの研修をす
べての普及村で実施した。研修は村の集会場、DAFOの事務所などで行われ、計415名の農民が参
加した。この研修では、パイロット村の先進的な農民がプロジェクトに協力して研修講師として

参加した。 
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 普及村においてVAPCが設立された後は、そのメンバーに対する更なる研修をPASで実施した
（2009年2月）。この研修には計108名の農民（2名/村×54の村）が参加した。同様の研修は2010年
2月にもう一度計画されている。 
 普及村における養殖普及は以上のような方法にてパイロット村で培われた経験と人的資源を活

用して推進された。パイロット村の先進的な農民は現在VADWとして認証されているが、彼らが
オンサイトの研修において重要な役割を果たした点は「農民から農民へ」の研修アプローチとし

て注目される。 

 指標要件となっているプロジェクトで導入した改良された養殖手法を適用した養殖農家数は、

下記表2のとおりすべての普及村合計で1,000件以上となったことが確認された。 
 

表２ 普及村において改良された技術を導入した養殖農家数（2009年） 

Monitoring results 

District 

Number 
of 

extension 
villages 

Number of 
sample 
farmers 

% of farmers who 
applied improved 

methods 

Total 
number of 

fish farmers 

Estimated number 
of farmers who 

applied improved 
methods 

Xai 7 101 86.1 131 113

Beng 6 92 87.0 130 113

Xaignabouli 7 84 84.5 229 194

Phiang 6 114 54.4 187 102

Phin 7 62 80.6 192+ 155+

Sepon 7 90 93.3 84+ 78+

Laongam 7 66 74.2 113+ 84+

Salavan 7 119 94.1 175 165

Total 54 728 81.7 1,241+ 1,004+

 

＜成果4 立地条件に適合した養殖手法の普及に際して関係機関の機能と連携が強化される。＞ 
 

指標4-1．関係機関が各機関の役割を明確にした協力協定を受け入れる。 

 

 プロジェクトの養殖普及は、国レベルではDLFとNADC、県レベルではPAFOとPAS、郡レベルで
はDAFOそして村レベルはVAPCとの連携により実施されている。この普及ネットワークは適切で
実務的であると思われ、プロジェクトとの協業により強化された。 

 他方、ラオス政府は2007年に出された首相令に基づき、10村前後の村を1つのクラスターとして
考えるクラスターアプローチの導入を進めている。この政府の方針に沿って、農林省では2008年
大臣令を出して、普及活動を推進し、農民に対する技術サービスを提供することを目的とする県

レベル、郡レベル（特定のクラスターあるいはいくつかのクラスター単位）の技術サービスセン

ター（TSC）づくりを進めている。ただ、このTSC体制は政府の新しい枠組みであり、少なくとも
水産セクターについてはよく認識されているとはいえない。 

 そのような現在の状況の下で、プロジェクトのリーダーシップにより書面での協力協定を結ぶ

ことは難しいと思われる。 
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指標4-2．プロジェクトはラオスにおける持続可能な養殖開発に関する提言を行う。 

 

 農村地域における養殖普及のパッケージとして、2009年4月、プロジェクトは農村養殖振興パッ
ケージ（RAPP）を作成した。RAPPは新しい漁業法との整合性を勘案し、必要な修正を加えてDLF
によって公式に承認されている。RAPPは図1に示すように「1クラスター、1パイロット村」、「1パ
イロット村、2VADW」という考え方でクラスターアプローチを取り入れている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ RAPPにおける「1クラスター、1パイロット村」普及システム 

 

２－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：協力対象4県（ウドムサイ県、サヤブリ県、サバナケット県、サラワン県）で、
立地条件に適合した養殖手法が普及する。 

 

指標1：4県720養殖農家（パイロット村120、普及村600）で魚の生産量が平均40％以上増加す
る 

 

 プロジェクトのモニタリングデータによると、プロジェクト期間中に40％以上養殖生産を増や
した農民数は表3に示すように推定されている。パイロット村では、566名のうち511名の養殖農家
が改善された養殖方法のいずれかを適用し、うち425名が40％以上養殖生産を伸ばしたと推定され
る。普及村では、成果3でも述べたとおり1,241名のうち1,004名が改善された養殖方法を適用し、
うち616名が40％以上魚生産を増加させた。パイロット村と普及村の合計では約1,000名の養殖農家
が養殖生産量を40％以上増加させていると推定され、プロジェクト目標の指標1は達成されている
といえる。 

 

Pilot village

VADW: Woman

Man

Good aquaculture practices

-Improved aquaculture 
technique and management

-Aquaculture promotion by 
VAPC

-WU group fish culture

Other 
villages

Active 
extension

Passive 
extension

Central level

DLF, NAFES

NADC

Provincial level

PAFO (PLFS)

PAS

Support

Collaboration 
network

Cluster

District level

DAFO（TSC)
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表３ 改良された方式を導入した農家数及び生産量を増加させた農家数 

Category District 
Number of fish 

farmers 

Number of 
farmers who 

applied 
improved 
methods 

Number of fish 
farmers who 

increased fish 
production by more 
than 40％ （*） 

Xai 174 165 165

Phiang 258 231 167

Phin 99 86 67
Pilot villages 

Laongam 35+ 29+ 26+

Pilot village total 566+ 511+ 425+

Xai 131 113 19

Beng 130 113 82

Phiang 229 194 168

Xaignabouli 187 102 25

Phin 192+ 155+ 155+

Sepon 84+ 78+ 76+

Laongam 113+ 84+ 41+

Extension 
villages 

Salavan 175 165 50+

Extension village total 1,241+ 1,004+ 616+

Total of pilot and extension villages 2,373+ 1,515+ 1,041+

*：for pilot villages from 2005-2008, for extension villages from 2007-2008.  
Source：Monitoring survey of the Project in August 2009 

 

指標2：県及び郡レベルで養殖開発計画が策定される 

 

 RAPPの考え方に基づき、プロジェクトでは県養殖開発戦略（PADS）を作成したが、これはプロ
ジェクト終了後、ラオス側で実施されるべきものである。PADSにおいて示される基本アプローチ
は4対象県8郡においてはほぼ同様であり、普及村のなかからクラスター単位でパイロット村を1つ
選定すること、そして、地方政府機関はNADCやDLFと連携しつつRAPPに示された手順でVADW
の育成などを実施することが示されている。 

 県レベル、郡レベルの養殖普及の方向性、すなわちPADSはAQIP2、PLFS、PAS及びDAFOで議
論され、原則的な合意形成が図られている。 
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２－５ 上位目標の達成度 

上位目標：協力対象4県で、立地条件に適合した改良養殖手法の普及を通じて、小規模養殖農家の
生活が向上する。 

 

指標：対象4県において、村落部の住民の魚の消費量が22kg/人/年となる 

 

 指標に示されている22kg/人/年の魚消費量は、農村部の2020年の国家目標として掲げられてい
るもので、このなかには水生動物の消費も含まれている。 

 対象4県の魚消費に関してプロジェクトはパイロット村の養殖農家を対象とするサンプル調査
を実行した。結果は表4に示すとおりであり、1人当たりの魚消費量は全調査村でほぼ同じ水準で
あり、全体平均ではおおむね13.3kg/人/年（他の水生動物は含まない）であった。 
 

表４ パイロット村における養殖農家の1人当たり魚消費量 

Province/District Village Sample size Fish consumption 
（kg/person/yr） 

Houaysang  12 10.2 
Houaythong 3 4.2 

Oudomxai province 
（Xai district） 

Houaykhoum 14 14.3 
Natane 14 13.9 
Somsavanh 20 12.4 

Xaignabouli province 
（Phiang district） 

Nasomnyai 18 17.6 
Sub-total （North） 81 13.5 

Phin 13 11.6 
Xaisamphan 15 16.4 

Savannakhet province 
（Phin district） 

Oudomxai  14 10.9 
Houakouaset  13 12.0 
Dondou 3 11.6 

Salavan province 
（Laongam district） 

Nonsoung 8 15.0 
Sub-total （South） 66 13.0 

Total 147 13.3 
Source：Monitoring survey of the Project in August 2009 

 

 一方、今日養殖は最も重要な魚たんぱくの供給源であり、プロジェクト期間中、パイロット村

では大きく生産量を増やしたと推定される。パイロット村のモニタリングデータによると、全12
村合わせた養殖生産量は2005年の46.25kgから2008年102.6kgへと増加し（表1）、その年平均伸び
率は30％と計算される。この伸び率は明らかに、人口増加率のそれ（1995～2005年における年平
均増加率は約2.5％）より高い。このように考えると、今後養殖を持続的に振興することにより将
来的にこの指標が達成できる可能性が示唆される。ただし、魚消費量に関してはより正確で信頼

できるデータが求められる。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は次の観点から高いと判断される。 

 

 （1）ラオスのニーズと一致している。 
ラオスの1人当たり年間魚消費量は、インドシナ諸国のなかで最も低い水準にとどまってい

る。近年、消費量は徐々に増加する傾向はあるが、天然水域からの漁獲、供給量について今

後大きく増大することは見込めない。したがって、現金収入だけでなく、自家消費も目的と

した低コストの養殖について基本的なニーズがある。 

 

 （2）ラオスの国策と一致している。 
本プロジェクトの内容はその開始時において「食糧安全保障」及び「貧困削減」というラ

オス政府の方針に合致しており、かつ現行の第6次計画（2006～2010年）の目標とも合致して
いる。また、貧困削減をめざす農林セクターの振興は国家成長貧困撲滅戦略（NGPES）にお
いて最重要課題と位置づけられている。 

 

 （3）水産セクターの開発方針と一致している。 
DLFでは養殖振興、資源管理、水域環境保全及びポストハーベストの4つを水産セクターの

優先課題と位置づけている。なかでも、天然水域の魚資源が大きく減少している現在、淡水

養殖の振興は最も重要度が高い。 

 

 （4）わが国の対ラオス国別援助計画と整合性がある。 
対ラオス国別援助実施方針において、「3つの援助目標」「6つの重点分野」があり、本プロ

ジェクトは援助目標の「『人間の安全保障』の視点から貧困削減を実現すべく、ミレニアム開

発目標（MDGs）の達成に向けた着実な歩みを支援する。」、重点問題「農村地域開発及び持続
的森林資源の活用」に位置づけられる。 

 

 （5）対象地域選定は妥当な選択であった。 
本プロジェクトの対象4県には、ラオス政府が重点開発地域として指定する貧困72郡のうち

の20郡を含む。気候や生活条件の異なる北部と南部を対象とし、それぞれの地域にあった養
殖手法をパイロット事業にて開発し、その手法を普及対象村に普及する本プロジェクトのア

プローチは、効率的・効果的な養殖手法をラオス本土に普及させるために適切なアプローチ

であった。 

 

３－２ 有効性 

 本プロジェクトの有効性は次の観点から高いと判断される。 

 

 （1）プロジェクトアプローチの的確性 
本プロジェクトでは2段階の普及アプローチが取られた。すなわち、当初はパイロット村（12
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村）に集中した活動を行い（成果1）、その後その経験を用いて普及村（54村）に活動を展開
した（成果3）。そのなかで関連する機関の政府職員及び養殖農民の研修が行われ、また日本
人専門家及びNADCのカウンターパートらとのさまざまな共同プロジェクト活動により彼ら
の能力強化が図られた（成果2）。パイロット村での活動は当初計画の3年間を4年間に延長し
て行われたが、この対応により種苗生産農家の能力向上が図られ、「農民から農民へ」の普及

が機能した。これらの活動実績を基にRAPPが作成され、将来の養殖開発ツールとしてDLFで
公式に承認された。また、プロジェクト終了後の養殖普及について、RAPPの考え方に沿って
対象4県のPADSが作成され、関連機関の合意形成が図られた（成果4）。これら一連のプロジ
ェクトアプローチはプロジェクト目標を達成するために効果的かつ効率的であった。 

 

 （2）RAPPシステムの実効性 
RAPP実効性の要は村落クラスターごとに認定されるVADWが行う自発的な養殖普及である。

それぞれのパイロット村では既に1～2カ所の先進的な養殖農家あるいは女性同盟（Women’s 
Union：WU）による養殖グループが種苗生産を開始している。これらのうち何人かは自分の
村だけでなく、近隣の村に対して知識や技術を普及するよう動機づけがなされている。プロ

ジェクトでは次のような事例を把握しており、本終了時評価でもそのいくつかを確認できた。 

 

  北部 

① ウドムサイ（Oudomxai）県サイ（Xai）郡ホワイサン（Houaysang）村のクノイ氏（Mr. 
Keunoy、現 VADW）は、2009 年 6 月に生産した種苗を販売する目的でサイ郡ボヒエン
（Bouhieang）村とロンニャ（Longnya）村に行った。そのととき、彼はこれら 2村の農民
に対し、養殖方法に関する技術ガイダンスを行った。彼は自分の村だけでなく、近隣の 5
つの村から来る顧客にも種苗を販売している。 

② 同県同郡ホワイクム（Houaykhoum）村のケオライ氏（Ms. Keolai、現 VADW）は 2007
年及び 2008年、WUのメンバーとともに近隣の村まで自分たちで生産した稚魚の販売に
行き、集まった村人に養殖方法の説明を行った。 

③ サヤブリ（Xaignabouli）県ピアン（Phiang）郡ソムサワン（Somsavanh）村のサンブン
サン氏（Mr. Xiengbounthan、現在 VADW）は、2007年より郡内他村の 7人の種苗生産農
家とともに種苗生産グループを組織した。このグループは種苗を販売するとともに、ピ

アン郡内の多くの村人に技術的なアドバイスを行っている。 

 

  南部 

① サバナケット（Savannakhet）県ピン（Phin）郡ピン（Phin）村及びウドムサイ（Oudomxai）
村の WU 養殖グループはナマズ養殖のための小規模網生簀の組み立て手法を習得し、自
分たちのメンバーに教えるとともに、2008年からは他の村向けの販売活動も開始した。 

② 同県同郡サイサムパン（Xaisamphan）村のラムトン氏（Mr. Lamthoun、現 VADW）は
本プロジェクトの普及村のためにティラピア種苗の配布を始めた。同様の活動は同郡の

ウドムサイ村及びサラワン（Salavan）県ラオンガム（Laongam）郡ホアクワセット
（Houakhouset）村の VAPCメンバーも行っている。   
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VADW としての政府からの公式な認定はこれら先進的な養殖農民を勇気づけ、養殖普及

における彼らの社会的な責任感を醸成することが見込まれる。以上のような分析、検討

結果から、公共部門の激励や技術サポートも重要ではあるものの、RAPPシステムはプロ
ジェクトが終了された後も実効性を保つと思われる。 

 

 （3）グループ養殖の振興  
当初から計画されていた農家個人での養殖に加え、プロジェクトではパイロットプロジェ

クトを通じてWU、コミュニティ、学校などによるグループ養殖についての可能性を実証した。
これを踏まえ、個人養殖、グループ養殖双方を振興していることから、プロジェクト目標を

達成した。 

 

３－３ 効率性 

 本プロジェクトの効率性はおおむね高いと判断される。 

 

 （1）AQIPフェーズ1の経験の活用 
本プロジェクト（フェーズ2）はフェーズ1で整備強化されたNADCの施設やカウンターパー

トを活用して投入の効率性を高めた。 

 

 （2）日本側、ラオス側の投入 
日本側、ラオス側の投入及びタイミングは質、量ともにおおむね計画どおりであった。プ

ロジェクトの前半ではNADCへのカウンターパートの配置や運営予算について不十分な点が
あったが、その後のラオス側の努力によりNADCセンター長及び3名の新スタッフの公式な配
置が図られ、改善された。JICAの契約制度上、種苗生産期に相当する年度初め（4月）に日本
人専門家を派遣できなかった。しかしながら、プロジェクトではカウンターパートが専門家

と意思疎通を図って活動を継続することで特段の問題は発生しなかった。 

 

 （3）日本からの供与資機材の活用 
日本側では関連機材の投入とともに、NADC及び対象4県のPAS、郡レベルの種苗生産場1カ

所（ラオンガム郡）の整備を行った。これらの機材、施設はプロジェクト活動、とりわけ農

民研修や種苗生産において有効に活用された。また、コンクリート水槽、引き網、酸素ボン

ベなど農民支援のための小規模な機材がVAPCを通じて供与され、養殖活動効率を大きく向上
させた。 

 

３－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは大きいと判断される。 

 

 （1）魚たんぱく供給源としての小規模養殖 
本プロジェクトでは、農村部における生活水準向上の指標のひとつとして位置づけた対象

県における1人当たり魚消費量を増加させることをめざしている。小規模養殖が農村部地域に
おいて自家消費用の魚供給源になることはよく知られている。プロジェクトによる調査では、
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パイロット村の養殖農家の大半（71％）を占める小規模農家（年間生産量100kg以下）では生
産量の60.9％が自家消費用に充てられている（表5）。また、生産の規模を考えると中規模/大
規模の養殖農家も村での魚供給において重要である。プロジェクトによる養殖普及は1人当た
り魚消費量を増加させ、生活水準の向上に資するという上位目標に向けて、正のインパクト

を引き出している。 

 

表５ パイロット村における養殖魚の自家消費割合 

Production scale of fish farm 
% in number of fish 

farmers 
Self-consumption rate 

of fish produced 

Small（Less than 100 kg/year） 71％ 60.9％ 

Medium（100 – 500 kg/year） 26％ 35.5％ 

Large（More than 500 kg/year） 3％ 16.2％ 

Source：Survey of AQIP2 in 2008 
 

 （2）ジェンダー主流化 
本プロジェクトでは研修、フィールド指導、モニタリングなど養殖に関連するさまざまな

活動において農村女性の参加を積極的に促した。特に、プロジェクトが力をいれたWU 9グル
ープによる養殖は良好な成果を上げている。WUによるグループ養殖の便益は多くの場合、メ
ンバー間で分配するのではなく、WUの活動や村の社会保障の原資とされている。すなわち、
プロジェクトによる養殖普及活動は農村女性の社会経済的なエンパワーメントを強く推進し

た。これらの観点からプロジェクトはジェンダー主流化について大きなインパクトをもたら

したと結論できる。 

 

 （3）先進養殖農家のネットワーク化 
プロジェクトはまた先進養殖農家の自発的なネットワーク形成というインパクトを醸成し

た。先に述べたとおり、サヤブリ県ピアン郡ナタン（Natane）クラスター、ソムサワン村の一
種苗生産農家は養殖農家ネットワークを組織し、種苗や親魚の融通、共同での機材調達、情

報の共有などの活動を開始している。PAFOやDAFOによる類似したネットワーク組織化と持
続的な養殖活動の強化が期待される。 

 

 （4）村民間の友好と相互扶助 
プロジェクト活動は養殖の多面的な機能として注目されるさまざまな可視化できないイン

パクトも引き出した。ここでは2つ事例を挙げる。 
その1：ウドムサイ県サイ郡ホアイトン村にはカム（Kham）族とモン（Hmon）族という2
つの少数民族が居住している。プロジェクトが開始される以前はこれら少数民族の間で

生計向上について緊密に連携することはなかった。プロジェクト活動、すなわちVAPCの
立ち上げやWUによるグループ養殖を通じて、2つの少数民族の連携が促進され、両グル
ープ間の心理的な溝が埋まった。 

その2：サヤブリ県ピアン郡ナソムニャイ（Nasomyai）村では村人全員が参加してWUグル
ープ養殖池のコンクリート製水門造りを行った。この作業は村民の相互扶助意識を高揚
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させた。 

 

３－５ 自立発展性 

 本プロジェクトの自立発展性は、おおむね高いと判断されるが、自立発展性を確保するための

方策について更なる検討が必要である。 

 

 （1）養殖普及活動の継続性 
プロジェクトではその成果と、クラスターアプローチという新しい地方開発方針に考慮し

ながらVADWの認定制度を含むRAPPを作成した。RAPPはDLFから公式に承認されており、プ
ロジェクト終了後のひとつのロードマップになると思われる。本調査を通じてラオス政府は

県レベル及び郡レベルでそれを具体化するために継続して努力を行う意思があることが確認

された。 

 

 （2）「農民から農民へ」の普及活動の自立発展性 
パイロット村12村では養殖普及の中心となる種苗生産農家あるいは中核農家が育成され、

一般養殖農家に対する情報発信を行っている。先進的な養殖農家のなかからDLFに認定された
VADWは種苗販売など経済的なインセンティブだけでなく、社会的なインセンティブをもっ
て自発的な養殖普及を行うことが期待される。養殖技術の「農民から農民へ（FTF）」の普及
アプローチの有効性については他の国でも実証されており、公的な普及サービスを補完する

ものとして高い自立発展性をもつ、と思われる。 

 

 （3）財政面での自立発展性 
県や郡では、慢性的な人材・資金不足により、普及員による安定的な普及活動に、若干の

懸念が残る。しかし、上記のVADWによるFTF普及アプローチが、地方政府の普及活動を補完
することが期待される。 

 

 （4）WUによる養殖の自立発展性 
本プロジェクトで初めて取り組んだWUによるグループ養殖は、個人ではなくWUあるいは

村の収益源として受け入れられている。村社会の利益のために労働するというのはラオスで

伝統的な活動であり、WU養殖グループの多くでは養殖による利益の確保と次の飼育回への再
投資を行っている。メンバーは養殖に興味をもち、活動を継続する意思を有している。WUの
活動を養殖普及に取り込むことはRAPPで位置づけられている。これらの観点からWUによる
養殖はプロジェクト終了後も自立発展性を確保していると判断される。 
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第４章 効果発現に貢献した要因及び阻害要因 
 

４－１ 貢献要因 

 貢献要因としては数多くの関係機関と連携した活動を行った点を指摘できる。プロジェクトが

調整した主な活動は次のとおりである。 

- ウドムサイ県で村の集会所 3カ所の建設（日本の NGO、2団体との連携） 
- 共同研究の推進〔水生生物研究センター（LARReC）、ラオス大学、国際農林水産業研究セン
ター（JIRCAS）、東海大学、東京大学など〕 

- 資金源とのパイプ（長尾財団による魚類調査と環境教育） 

- 現場での連携と研修〔東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）及び AIT〕 
- 他の類似プロジェクトとの連携〔森林管理・住民支援プロジェクト（FORCOM）〕 

 これらの活動は村人及びカウンターパートの能力強化に寄与した。 

 

４－２ 阻害要因 

 阻害要因としては自然災害があった。特に2008年はプロジェクト対象県のうちウドムサイ県、
サヤブリ県、サラワン県の一部養殖場が洪水による被害を受けた。一方、サバナケット県では雨

量不足で養殖池の水量が不十分であった。このような自然災害はパイロット村、普及村の養殖活

動が安定しない要因のひとつであった。 
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第５章 中間評価時に指摘のあった課題への対応 
 

 中間評価時において指摘されていた5項目の課題についての対応は、以下のとおり確認した。 
 

（1）グループ養殖手法の確立 
プロジェクトではラオス農村部において、3つの形態で行われるグループ養殖、すなわちWU

グループ養殖、コミュニティ養殖、学校養殖が高い可能性を有することを実証した。一方、低

収入の農民によるグループ養殖を促進することは、土地の確保が困難などの理由から難しいこ

とが示唆された。 

 

（2）魚の消費量の測定方法の確立 
魚消費量データの精度を向上することを目的に、プロジェクトでは家庭内で調理される魚の

重量を農民が記帳する、という方法で直接的な計量を開始している。この方法はインタビュー

調査データのクロスチェックともに、実務的な魚消費量測定の方法の検討において参考になる

と思われる。 

 

（3）VADWの認証制度の検討 
これについてはRAPPの中で記載されているとおりである。 

 

（4）FORCOMとの連携 
2008年サヤブリ県のナモン（Namone）村（FORCOM対象村）及びホアイサニェム（Houaysa 

Ngem）村（AQIP2対象村）の2村でFORCOMと共同したフィールド活動が行われた。FORCOM
対象村ではAQIP2がティラピアの種苗生産方法を紹介するとともに、何人かの農民にはNADC
の技術研修に参加してもらった。一方、FORCOMはAQIP2の対象村で養豚についての研修を企
画実施した。結果として、魚養殖、養豚ともに効率的な普及が行われた。特に、ホアイサニェ

ム村では養豚と魚養殖を組み合わせた複合養殖が試みられている。 

 

（5）クラスター制度に合わせた養殖普及システムの確立 
これについてはRAPP及びPADSに示されているとおりである。  
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第６章 結 論 
 

日本・ラオス合同評価チームでは本プロジェクトの達成度や活動内容を適切にかつ客観的に評

価することを目的に、プロジェクト側が作成した自己評価表に基づく協議、対象地域の現地調査

などを通じて詳細な検討を行い、以下のような結論に達した。 

本プロジェクトでは2005年のプロジェクト開始時から現在まで、農村地域の魚養殖に関する技
術マニュアルの作成、機材供与、NADCやPASの拠点施設整備、政府職員だけでなく12カ所のパイ
ロット村、54カ所の普及村の農民に対する理論的及び実務的な養殖技術研修など一連の養殖普及
活動を実施した。その結果、対象地域の養殖生産量は増加し、養殖普及手法パッケージとしてRAPP
が作成され、DLFに承認された。プロジェクトは高い有効性、効率性をもってプロジェクト目標を
ほぼ達成しており、残りの期間ですべて達成することが見込まれる。 

また、本プロジェクトは農村コミュニティに対して多くの正のインパクトを与えている。すな

わち上位目標に掲げられている養殖を通じた生活水準の向上だけでなく、ジェンダー主流化、先

進的な養殖農民のネットワーク化及び異なる民族間の友好関係の構築などである。DLF及び関連す
る中央及び地方組織は、プロジェクトで導入され検証された養殖普及活動の継続性を確保するた

めの努力を続けるという強い意志をもっている。そして、RAPPに示された「農民から農民へ（FTF）」
の普及アプローチはVADWのイニシアティブにより機能すると判断される。 
これらにより本プロジェクトは討議議事録（R/D）及びPDMの計画どおりに終了することができ

る。プロジェクト側では以下に示すような提言を踏まえ、残されたプロジェクト活動を円滑に遂

行することが期待される。 
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第７章 提言と教訓 
 

７－１ 提 言 

 （1）種苗生産農家への支援強化 
対象地域では種苗の需要が増大しており、種苗生産に興味を示す養殖農家の数が増加して

いる。実際、いくつかの個別養殖農家、WU及びVAPCでは既に種苗生産を開始している。プ
ロジェクトの残り期間においては、これらの種苗生産農家あるいはグループに対して集中的

な技術支援の実施を要望する。また、可能なところからVADWのネットワーク化を図ってい
くことを提言する。このようなネットワークは種苗生産において経験のある農民から初心者

に技術移転を行うなど、相互協力的な活動の活性化につながる。さらに、種苗場の施設、機

材の建設や改善を行ううえで、種苗生産農家が農業振興銀行あるいは他ドナーなどの資金ソ

ースを利用できるよう指導していくことを併せて提言する。 

 

 （2）VADWの活動モニタリングとその報告 
2009年10月、パイロット村から選ばれた24名がVADWとして認定された。これらVADWらは

それぞれの村落クラスターにおいて養殖普及活動を行うことが期待されている。プロジェク

トはRAPPの効果を実証することを目的に、彼らの普及活動を綿密にモニタリング並びに指導
し、受動的及び能動的な養殖普及についての成功例を報告願いたい。 

 

 （3）県養殖普及アクションプランの作成 
PADSはプロジェクト及び対象となるPAFO、PAS及びDAFOの共同作業で策定された。PADS

に基づき、各県では詳細な行動計画が作成される必要がある。計画内容には予算、期間、具

体的な担当機関などが含まれ、それぞれの地域の関係機関により承認されなければならない。

この計画の策定を進めるため、プロジェクトは可能な範囲で地域の関係機関を支援していた

だきたい。 

 

 （4）クラスターアプローチの枠組みでのRAPPの実施 
農村部における養殖振興手法の標準パッケージとしてプロジェクトが開発したRAPPは、農

民の行政サービスへのアクセス改善を図るためラオス政府が採用しているクラスター開発方

針と一致している。政府の村落クラスターアプローチはいまだ全国的に大きく展開されてい

るわけではないが、DLFはプロジェクト終了後、関係機関と協力して本プロジェクトの展開サ
イトにおけるRAPPの実施促進を図ってほしい。 

 

 （5）複合養殖、学校養殖の振興 
FORCOMと連携したプロジェクト活動の経験から、養豚を組み込んだ施肥養殖、稲田養殖

などの魚と畜産や農業を組み合わせた複合養殖のポテンシャルが確認された。また、学校養

殖は将来の養殖振興の一手法と思われた。将来の養殖プロジェクトにおいてはこれらの養殖

活動を取り込んでいくことを提言する。 
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７－２ 教 訓 

 （1）WUの活動強化 
本プロジェクトを通じてWUによるグループ養殖が適切に実施されたこと、そして参加した

女性の社会的な力が向上したことは注目すべきである。彼女らは養殖あるいは種苗生産から

共通の資金を捻出し、その資金をメンバーの出産や病気時など必要時の相互扶助の原資に充

てている。このように、WUの養殖活動はプロジェクト終了後も継続して行われる可能性が高
いと思われる。また、ラオスでは全国ほとんどの村でWUが組織化されており、グループ養殖
を円滑に実施するための強い結束力を有していると思料される。WUのようなポテンシャルの
高い既存組織への支援は、一から組織をつくり支援するよりも、少ない支援で持続的・効果

的に活動が展開する。WU活動の振興についてのプロジェクトの経験は、他の村落開発活動に
おける良い参考事例になり得る。 

 

 （2）「農民から農民へ（FTF）」の普及アプローチの有効性 
本プロジェクトを通じて、養殖農民数を増やし、さらに行政による普及効率を高める、と

いう観点から「農民から農民へ」の普及アプローチの有効性が示された。このような農民間

の普及アプローチは、中心となる裨益者に経済的なインセンティブ（種苗販売による現金収

入）や社会的な地位（VADWのように公式に任命された地位）が適切に付与されるという仕
組みを構築することで、養殖だけでなく、他の村落開発プロジェクトに応用できると思われ

る。 

 

 （3）貧困削減におけるグループ養殖の意義 
プロジェクトが実施したモニタリング調査によると、一般的な傾向として養殖農民は非養

殖農民より裕福であることが示されている。養殖開発はそのような2つのグループの経済的な
ギャップを更に拡大する場合があるかもしれない。このため、プロジェクトではVAPCの調整
機能及び低所得非養殖農家や女性が参加するグループ養殖の振興を通じてこのような社会的

な観点に注意を払ってきた。特に、村落構造を考えた場合、市場経済ではなく、コミュニテ

ィの結束と調和を重視して行動する傾向が強い対象者の社会的文化的な価値観を理解するこ

とが重要である。しかしながら、WUによるグループ養殖は成功した一方、低所得層にある農
民グループはおそらくはその脆弱性によりグループ活動を持続することができなかった。農

村部におけるかかる貧困層への対策については養殖振興を含め、それ以外の多くの村落開発

プロジェクトにおいて今後の課題として残されている。 
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